
 

基発 0531 第 10 号 

令和４年５月 31 日 

 

 別紙の関係団体の長 殿 

 

厚生労働省労働基準局長 

  （ 公 印 省 略 ） 

 

 

労働安全衛生規則等の一部を改正する省令等の施行について 

 

 

 労働基準行政の運営につきましては、日頃から格別の御協力を賜り、厚く御礼

申し上げます。 

さて、令和４年５月31日に公布されました労働安全衛生規則等の一部を改正

する省令（令和４年厚生労働省令第91号）及び化学物質等の危険性又は有害性

等の表示又は通知等の促進に関する指針の一部を改正する件（令和４年厚生労

働省告示第190号）」につきましては公布日から施行（一部については、令和５

年４月１日又は令和６年４月１日から施行）することとしており、本改正省令

等の施行につき別添のとおり都道府県労働局長あて指示しております。 

 つきましては、貴団体におかれましても、化学物質等の適切な管理に関する制

度改正の趣旨を御理解いただき、傘下会員、事業場等に対する周知に御協力を賜

りますようお願い申し上げます。 
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別 紙 

アクリル酸エステル工業会 

押出成形セメント板協会 

板硝子協会 

一般財団法人ＦＡ財団 

一般財団法人エンジニアリング協会 

一般財団法人化学物質評価研究機構 

一般財団法人建設業振興基金 

一般財団法人首都高速道路協会 

一般財団法人製造科学技術センター 

一般財団法人石炭エネルギーセンター 

一般財団法人先端加工機械技術振興協会 

一般財団法人大日本蚕糸会 

一般財団法人日本カメラ財団 

一般財団法人日本軸受検査協会 

一般財団法人日本船舶技術研究協会 

一般財団法人日本陶業連盟 

一般財団法人日本皮革研究所 

一般財団法人日本溶接技術センター 

一般財団法人ヒートポンプ・蓄熱センター 

一般財団法人マイクロマシンセンター 

一般社団法人日本在外企業協会 

一般社団法人アルコール協会 

一般社団法人海洋水産システム協会 

一般社団法人仮設工業会 

一般社団法人家庭電気文化会 

一般社団法人カメラ映像機器工業会 

一般社団法人火力原子力発電技術協会 

一般社団法人強化プラスチック協会 

一般社団法人軽仮設リース業協会 

一般社団法人軽金属製品協会 

一般社団法人建設産業専門団体連合会 

一般社団法人合板仮設材安全技術協会 

一般社団法人コンクリートポール・パイル

協会 

一般社団法人色材協会 

一般社団法人自転車協会 

一般社団法人住宅生産団体連合会 

一般社団法人住宅リフォーム推進協議会 

一般社団法人潤滑油協会 

一般社団法人新金属協会 

一般社団法人全国スーパーマーケット協会 

一般社団法人全国ＬＰガス協会 

一般社団法人全国クレーン建設業協会 

一般社団法人全国警備業協会 

一般社団法人全国建設業協会 

一般社団法人全国建築コンクリートブロッ

ク工業会 

一般社団法人全国石油協会 

一般社団法人全国中小建設業協会 

一般社団法人全国中小建築工事業団体連合

会 

一般社団法人全国中小貿易業連盟 

一般社団法人全国鐵構工業協会 

一般社団法人全国登録教習機関協会 

一般社団法人全国防水工事業協会 

一般社団法人全国木質セメント板工業会 

一般社団法人全日本建築士会 

一般社団法人全日本航空事業連合会 

一般社団法人全日本マリンサプライヤーズ

協会 

一般社団法人送電線建設技術研究会 

一般社団法人ソーラーシステム振興協会 

一般社団法人大日本水産会 

一般社団法人電気協同研究会 

一般社団法人電気設備学会 

一般社団法人電気通信協会 

一般社団法人電子情報技術産業協会 

一般社団法人電池工業会 

一般社団法人電力土木技術協会 

一般社団法人日本電設工業協会 

一般社団法人日本アスファルト合材協会 

一般社団法人日本アスファルト乳剤協会 

一般社団法人日本アミューズメント産業協

会 

一般社団法人日本アルミニウム協会 

一般社団法人日本アルミニウム合金協会 

一般社団法人日本医療機器工業会 

一般社団法人日本医療機器産業連合会 

一般社団法人日本医療法人協会 

一般社団法人日本印刷産業機械工業会 

一般社団法人日本印刷産業連合会 

一般社団法人日本エアゾール協会 

一般社団法人日本エルピーガスプラント協

会 



 

一般社団法人日本エレベータ協会 

一般社団法人日本オーディオ協会 

一般社団法人日本陸用内燃機関協会 

一般社団法人日本オプトメカトロニクス協

会 

一般社団法人日本音響材料協会 

一般社団法人日本科学機器協会 

一般社団法人日本化学工業協会 

一般社団法人日本化学品輸出入協会 

一般社団法人日本化学物質安全・情報セン

ター 

一般社団法人日本ガス協会 

一般社団法人日本画像医療システム工業会 

一般社団法人日本金型工業会 

一般社団法人日本火薬銃砲商組合連合会 

一般社団法人日本硝子製品工業会 

一般社団法人日本機械工業連合会 

一般社団法人日本機械設計工業会 

一般社団法人日本機械土工協会 

一般社団法人日本基礎建設協会 

一般社団法人日本絹人繊織物工業会 

一般社団法人日本金属プレス工業協会 

一般社団法人日本金属屋根協会 

一般社団法人日本空調衛生工事業協会 

一般社団法人日本グラフィックサービス工

業会 

一般社団法人日本クレーン協会 

一般社団法人日本くん蒸技術協会 

一般社団法人日本経済団体連合会 

一般社団法人日本計量機器工業連合会 

一般社団法人日本毛皮協会 

一般社団法人日本建材・住宅設備産業協会 

一般社団法人日本建設機械工業会 

一般社団法人日本建設機械施工協会 

一般社団法人日本建設機械レンタル協会 

一般社団法人日本建設業連合会 

一般社団法人日本建築材料協会 

一般社団法人日本建築士事務所協会連合会 

一般社団法人日本建築板金協会 

一般社団法人日本港運協会 

一般社団法人日本工業炉協会 

一般社団法人日本航空宇宙工業会 

一般社団法人日本工作機械工業会 

一般社団法人日本工作機器工業会 

一般社団法人日本合成樹脂技術協会 

一般社団法人日本コミュニティーガス協会 

一般社団法人日本ゴム工業会 

一般社団法人日本サッシ協会 

一般社団法人日本産業・医療ガス協会 

一般社団法人日本産業機械工業会 

一般社団法人日本産業車両協会 

一般社団法人日本自動車機械器具工業会 

一般社団法人日本自動車機械工具協会 

一般社団法人日本自動車工業会 

一般社団法人日本自動車車体工業会 

一般社団法人日本自動車整備振興会連合会 

一般社団法人日本自動車タイヤ協会 

一般社団法人日本自動車部品工業会 

一般社団法人日本自動認識システム協会 

一般社団法人日本自動販売システム機械工

業会 

一般社団法人日本試薬協会 

一般社団法人日本写真映像用品工業会 

一般社団法人日本砂利協会 

一般社団法人日本照明工業会 

一般社団法人日本食品機械工業会 

一般社団法人日本私立医科大学協会 

一般社団法人日本伸銅協会 

一般社団法人日本繊維機械協会 

一般社団法人日本染色協会 

一般社団法人日本船舶電装協会 

一般社団法人日本倉庫協会 

一般社団法人日本造船協力事業者団体連合

会 

一般社団法人日本造船工業会 

一般社団法人日本測量機器工業会 

一般社団法人日本損害保険協会 

一般社団法人日本ダイカスト協会 

一般社団法人日本大ダム会議 

一般社団法人日本鍛圧機械工業会 

一般社団法人日本鍛造協会 

一般社団法人日本タンナーズ協会 

一般社団法人日本チタン協会 

一般社団法人日本中小型造船工業会 

一般社団法人日本中小企業団体連盟 

一般社団法人日本鋳造協会 



 

一般社団法人日本鉄鋼連盟 

一般社団法人日本鉄塔協会 

一般社団法人日本鉄道車輌工業会 

一般社団法人日本鉄リサイクル工業会 

一般社団法人日本電化協会 

一般社団法人日本電気協会 

一般社団法人日本電気計測器工業会 

一般社団法人日本電機工業会 

一般社団法人日本電気制御機器工業会 

一般社団法人日本電子回路工業会 

一般社団法人日本電子デバイス産業協会 

一般社団法人日本電力ケーブル接続技術協

会 

一般社団法人日本 DIY・ホームセンター協会 

一般社団法人日本銅センター 

一般社団法人日本動力協会 

一般社団法人日本道路建設業協会 

一般社団法人日本時計協会 

一般社団法人日本塗装工業会 

一般社団法人日本鳶工業連合会 

一般社団法人日本塗料工業会 

一般社団法人日本内燃力発電設備協会 

一般社団法人日本ねじ工業協会 

一般社団法人日本農業機械工業会 

一般社団法人日本配線システム工業会 

一般社団法人日本配電制御システム工業会 

一般社団法人日本舶用機関整備協会 

一般社団法人日本歯車工業会 

一般社団法人日本ばね工業会 

一般社団法人日本バルブ工業会 

一般社団法人日本パレット協会 

一般社団法人日本半導体製造装置協会 

一般社団法人日本皮革産業連合会 

一般社団法人日本左官業組合連合会 

一般社団法人日本非破壊検査工業会 

一般社団法人日本病院会 

一般社団法人日本表面処理機材工業会 

一般社団法人日本ビルヂング協会連合会 

一般社団法人日本フードサービス協会 

一般社団法人日本フルードパワー工業会 

一般社団法人日本分析機器工業会 

一般社団法人日本粉体工業技術協会 

一般社団法人日本ベアリング工業会 

一般社団法人日本べっ甲協会 

一般社団法人日本ボイラ協会 

一般社団法人日本ボイラ整備据付協会 

一般社団法人日本防衛装備工業会 

一般社団法人日本貿易会 

一般社団法人日本望遠鏡工業会 

一般社団法人日本芳香族工業会 

一般社団法人日本縫製機械工業会 

一般社団法人日本包装機械工業会 

一般社団法人日本ホームヘルス機器協会 

一般社団法人日本保温保冷工業協会 

一般社団法人日本マリン事業協会 

一般社団法人日本民営鉄道協会 

一般社団法人日本綿花協会 

一般社団法人日本木工機械工業会 

一般社団法人日本溶接容器工業会 

一般社団法人日本溶融亜鉛鍍金協会 

一般社団法人日本猟用資材工業会 

一般社団法人日本旅客船協会 

一般社団法人日本臨床検査薬協会 

一般社団法人日本冷蔵倉庫協会 

一般社団法人日本冷凍空調工業会 

一般社団法人日本冷凍空調設備工業連合会 

一般社団法人日本労働安全衛生コンサルタ

ント会 

一般社団法人日本ロボット工業会 

一般社団法人日本綿業倶楽部 

一般社団法人農業電化協会 

一般社団法人ビジネス機械・情報システム

産業協会 

一般社団法人不動産協会 

一般社団法人プラスチック循環利用協会 

一般社団法人プレハブ建築協会 

一般社団法人林業機械化協会 

印刷インキ工業連合会 

印刷工業会 

ウレタン原料工業会 

ウレタンフォーム工業会 

塩ビ工業・環境協会 

欧州ビジネス協会医療機器・IVD 委員会 

押出発泡ポリスチレン工業会 

化成品工業協会 

可塑剤工業会 



 

硝子繊維協会 

関西化学工業協会 

吸水性樹脂工業会 

協同組合資材連 

協同組合日本製パン製菓機械工業会 

クロロカーボン衛生協会 

研削砥石工業会 

建設業労働災害防止協会 

建設廃棄物協同組合 

建設労務安全研究会 

公益財団法人油空圧機器技術振興財団 

公益財団法人安全衛生技術試験協会 

公益財団法人ＮＳＫメカトロニクス技術高

度化財団 

公益財団法人工作機械技術振興財団 

公益財団法人産業医学振興財団 

公益財団法人日本小型貫流ボイラー協会 

公益社団法人インテリア産業協会 

公益社団法人建設荷役車両安全技術協会 

公益社団法人産業安全技術協会 

公益社団法人自動車技術会 

公益社団法人全国解体工事業団体連合会 

公益社団法人全国産業資源循環連合会 

公益社団法人全国ビルメンテナンス協会 

公益社団法人全国労働衛生団体連合会 

公益社団法人全国労働基準関係団体連合会 

公益社団法人全日本トラック協会 

公益社団法人日本サイン協会 

公益社団法人全日本病院協会 

公益社団法人全日本不動産協会 

公益社団法人日本医師会 

公益社団法人日本煙火協会 

公益社団法人日本化学会 環境・安全推進

委員会 

公益社団法人日本建築家協会 

公益社団法人日本建築士会連合会 

公益社団法人日本作業環境測定協会 

公益社団法人日本歯科医師会 

公益社団法人日本歯科技工士会 

公益社団法人日本精神科病院協会 

公益社団法人日本セラミックス協会 

公益社団法人日本洗浄技能開発協会 

公益社団法人日本電気技術者協会 

公益社団法人日本プラントメンテナンス協

会 

公益社団法人日本保安用品協会 

公益社団法人日本ボウリング場協会 

公益社団法人日本木材保存協会 

公益社団法人ボイラ・クレーン安全協会 

公益社団法人有機合成化学協会 

合成ゴム工業会 

合成樹脂工業協会 

高発泡ポリエチレン工業会 

港湾貨物運送事業労働災害防止協会 

コンクリート用化学混和剤協会 

酢ビ・ポバール工業会 

写真感光材料工業会 

触媒工業協会 

触媒資源化協会 

ステンレス協会 

石油化学工業協会 

石油連盟 

日本高温断熱ウール工業会 

全国仮設安全事業協同組合 

一般社団法人 全国ガラス外装クリーニン

グ協会連合会 

全国機械用刃物研磨工業協同組合 

全国グラビア協同組合連合会 

全国クリーニング生活衛生同業組合連合会 

全国建設業協同組合連合会 

全国興行生活衛生同業組合連合会 

全国自動ドア協会 

全国社会保険労務士会連合会 

全国商工会連合会 

全国醸造機器工業組合 

全国製菓機器商工協同組合 

全国製菓厨房機器原材料協同組合 

全国タイヤ商工協同組合連合会 

全国段ボール工業組合連合会 

全国段ボール工業組合連合会 

全国中小企業団体中央会 

全国伝動機工業協同組合 

全国土壌改良資材協議会 

全国トラックターミナル協会 

一般社団法人 全国農業協同組合中央会 

全国ミシン商工業協同組合連合会 



 

全国鍍金工業組合連合会 

全日本印刷工業組合連合会 

全日本紙製品工業組合 

全日本革靴工業協同組合連合会 

全日本光沢化工紙協同組合連合会 

全日本シール印刷協同組合連合会 

全日本紙器段ボール箱工業組合連合会 

全日本スクリーン・デジタル印刷協同組合

連合会 

全日本製本工業組合連合会 

全日本電気工事業工業組合連合会 

全日本爬虫類皮革産業協同組合 

全日本プラスチック製品工業連合会 

全日本木工機械商業組合 

ダイヤモンド工業協会 

中央労働災害防止協会 

電機・電子・情報通信産業経営者連盟 

電気硝子工業会 

電気事業連合会 

電線工業経営者連盟 

天然ガス鉱業会 

独立行政法人労働者健康安全機構 

トラクター懇話会 

奈良県毛皮革協同組合連合会 

ニッケル協会東京事務所 

日本圧力計温度計工業会 

日本医薬品添加剤協会 

日本エアゾルヘアーラッカー工業組合 

日本ＡＢＳ樹脂工業会 

日本 LP ガス協会 

日本オートケミカル工業会 

日本オートケミカル工業会 

日本界面活性剤工業会 

日本化学繊維協会 

日本ガスメーター工業会 

日本ガソリン計量機工業会 

日本家庭用殺虫剤工業会 

日本家庭用洗浄剤工業会 

日本火薬工業会 

日本硝子計量器工業協同組合 

日本ガラスびん協会 

日本革類卸売事業協同組合 

日本機械工具工業会 

日本機械鋸・刃物工業会 

日本靴工業会 

日本グラフィックコミュニケーションズ工

業組合連合会 

日本化粧品工業連合会 

日本建築仕上学会 

日本建築仕上材工業会 

日本顕微鏡工業会 

日本高圧ガス容器バルブ工業会 

日本光学工業協会 

日本光学測定機工業会 

日本鉱業協会 

日本工業塗装協同組合連合会 

日本工作機械販売協会 

日本合板工業組合連合会 

日本香料工業会 

日本ゴム履物協会 

日本酸化チタン工業会 

日本産業洗浄協議会 

日本試験機工業会 

日本室内装飾事業協同組合連合会 

日本自動車輸入組合 

日本自動販売機保安整備協会 

日本酒造組合中央会 

日本商工会議所 

日本真空工業会 

日本吹出口工業会 

日本スチレン工業会 

日本製缶協会 

日本製紙連合会 

日本精密機械工業会 

日本精密測定機器工業会 

日本製薬団体連合会 

日本石鹸洗剤工業会 

日本石鹸洗剤工業組合 

日本接着剤工業会 

日本ゼラチン・コラーゲン工業組合 

日本繊維板工業会 

日本ソーダ工業会 

日本暖房機器工業会 

日本チエーン工業会 

日本チェーンストア協会 

一般社団法人日本鋳鍛鋼会 



 

日本陶磁器工業協同組合連合会 

日本内航海運組合総連合会 

日本内燃機関連合会 

日本難燃剤協会 

日本パーマネントウェーブ液工業組合 

日本バーミキュライト工業会 

日本歯磨工業会 

日本ビニル工業会 

日本肥料アンモニア協会 

日本フォーム印刷工業連合会 

日本フォームスチレン工業組合 

日本弗素樹脂工業会 

日本部品供給装置工業会 

日本プラスチック機械工業会 

日本プラスチック工業連盟 

日本フルオロカーボン協会 

日本ヘアカラー工業会 

日本ＰＥＴフィルム工業会 

一般社団法人日本ボイラー・圧力容器工業

組合 

日本防疫殺虫剤協会 

日本紡績協会 

日本ポリオレフィンフィルム工業組合 

日本無機薬品協会 

一般社団法人日本メンテナンス工業会 

日本木材防腐工業組合 

日本有機過酸化物工業会 

日本輸入化粧品協会 

一般社団法人日本窯業外装材協会 

日本溶剤リサイクル工業会 

日本羊毛産業協会  

日本浴用剤工業会 

農薬工業会 

発泡スチロール協会 

光触媒工業会 

普通鋼電炉工業会 

一般社団法人 米国医療機器・IVD 工業会 

ポリカーボネート樹脂技術研究会 

モノレール工業協会 

陸上貨物運送事業労働災害防止協会 

硫酸協会 

林業・木材製造業労働災害防止協会 

ロックウール工業会 

一般財団法人食品産業センター 

一般社団法人日本食品添加物協会 

カーボンブラック協会 

一般社団法人産業環境管理協会 

一般社団法人セメント協会 

一般社団法人 JATI 協会 

一般社団法人日本科学飼料協会 

一般社団法人日本防水材料協会 

FRP 防水材工業会 

合成高分子ルーフィング工業会 

日本ウレタン建材工業会 

一般社団法人建築防水安全品質協議会 

日本塗り床工業会 

エンプラ技術連合会 

協同組合日本飼料工業会 

日本パウダーコーティング協同組合 

せんい強化セメント板協会 

一般社団法人石膏ボード工業会 

一般社団法人 ALC 協会 

インテリアフロア工業会 

一般社団法人日本溶接協会 

一般社団法人日本溶接材料工業会 

日本珪藻土日用雑貨製造協会 

日本小売業協会 

公益社団法人日本通信販売協会 

オール日本スーパーマーケット協会 

一般社団法人日本スーパーマーケット協会 

一般社団法人日本ショッピングセンター協

会 

一般社団法人日本百貨店協会 

一般社団法人日本リユース業協会 

一般社団法人セーファーインターネット協

会 

一般社団法人 EC ネットワーク 

オンラインマーケットプレイス協議会 

珪藻土活用推進全国協議会 

一般社団法人 日本アスベスト調査診断協

会 

一般社団法人 日本環境測定分析協会 

一般社団法人 日本繊維状物質研究協会 

一般社団法人 日本舶用工業会 

全国アスベスト適正処理協議会 
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基 発 05 3 1第 ９ 号 

令和４年５月31日 

 

都道府県労働局長  殿 

 

厚生労働省労働基準局長 

（ 公 印 省 略 ）    

 

労働安全衛生規則等の一部を改正する省令等の施行について 

 

労働安全衛生規則等の一部を改正する省令（令和４年厚生労働省令第91

号。以下「改正省令」という。）及び化学物質等の危険性又は有害性等の

表示又は通知等の促進に関する指針の一部を改正する件（令和４年厚生労

働省告示第190号。以下「改正告示」という。）については、令和４年５

月31日に公布され、公布日から施行（一部については、令和５年４月１日

又は令和６年４月１日から施行）することとされたところである。その改

正の趣旨、内容等については、下記のとおりであるので、関係者への周知

徹底を図るとともに、その運用に遺漏なきを期されたい。 

 

記 

 

第１ 改正の趣旨及び概要等 

１ 改正の趣旨 

今般、国内で輸入、製造、使用されている化学物質は数万種類にの

ぼり、その中には、危険性や有害性が不明な物質が多く含まれる。さ

らに、化学物質による休業４日以上の労働災害（がん等の遅発性疾病

を除く。）のうち、特定化学物質障害予防規則（昭和47年労働省令第

39号。以下「特化則」という。）等の特別則の規制の対象となってい

ない物質を起因とするものが約８割を占めている。これらを踏まえ、

従来、特別則による規制の対象となっていない物質への対策の強化を

主眼とし、国によるばく露の上限となる基準等の制定、危険性・有害

性に関する情報の伝達の仕組みの整備・拡充を前提として、事業者が、

危険性・有害性の情報に基づくリスクアセスメントの結果に基づき、

国の定める基準等の範囲内で、ばく露防止のために講ずべき措置を適

切に実施する制度を導入することとしたところである。 

これらを踏まえ、今般、労働安全衛生規則（昭和47年労働省令第32

号。以下「安衛則」という。）、特化則、有機溶剤中毒予防規則（昭

別添 
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和47年労働省令第36号。以下「有機則」という。）、鉛中毒予防規則

（昭和47年労働省令第37号。以下「鉛則」という。）、四アルキル鉛

中毒予防規則（昭和47年労働省令第38号。以下「四アルキル則」とい

う。）、粉じん障害防止規則（昭和54年労働省令第18号。以下「粉じ

ん則」という。）（以下特化則、有機則、鉛則及び粉じん則を「特化

則等」と総称する。）、石綿障害予防規則（平成17年厚生労働省令第

21号）及び厚生労働省の所管する法令の規定に基づく民間事業者等が

行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する省令（平成

17年厚生労働省令第44号）並びに化学物質等の危険性又は有害性等の

表示又は通知等の促進に関する指針（平成24年厚生労働省告示第133

号。以下「告示」という。）について、所要の改正を行ったものであ

る。 

 

２ 改正省令の概要 

（１）事業場における化学物質の管理体制の強化 

ア 化学物質管理者の選任（安衛則第12条の５関係） 

① 事業者は、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号。以下「法」

という。）第57条の３第１項の危険性又は有害性等の調査（主

として一般消費者の生活の用に供される製品に係るものを除

く。以下「リスクアセスメント」という。）をしなければなら

ない労働安全衛生法施行令（昭和47年政令第318号。以下「令」

という。）第18条各号に掲げる物及び法第57条の２第１項に規

定する通知対象物（以下「リスクアセスメント対象物」という。）

を製造し、又は取り扱う事業場ごとに、化学物質管理者を選任

し、その者に化学物質に係るリスクアセスメントの実施に関す

ること等の当該事業場における化学物質の管理に係る技術的

事項を管理させなければならないこと。 

② 事業者は、リスクアセスメント対象物の譲渡又は提供を行う

事業場（①の事業場を除く。）ごとに、化学物質管理者を選任

し、その者に当該事業場におけるラベル表示及び安全データ

シート（以下「ＳＤＳ」という。）等による通知等（以下「表

示等」という。）並びに教育管理に係る技術的事項を管理させ

なければならないこと。 

③ 化学物質管理者の選任は、選任すべき事由が発生した日から

14日以内に行い、リスクアセスメント対象物を製造する事業場

においては、厚生労働大臣が定める化学物質の管理に関する講
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習を修了した者等のうちから選任しなければならないこと。 

④ 事業者は、化学物質管理者を選任したときは、当該化学物質

管理者に対し、必要な権限を与えるとともに、当該化学物質管

理者の氏名を事業場の見やすい箇所に掲示すること等により

関係労働者に周知させなければならないこと。 

イ 保護具着用管理責任者の選任（安衛則第12条の６関係） 

① 化学物質管理者を選任した事業者は、リスクアセスメントの

結果に基づく措置として、労働者に保護具を使用させるときは、

保護具着用管理責任者を選任し、有効な保護具の選択、保護具

の保守管理その他保護具に係る業務を担当させなければならな

いこと。 

② 保護具着用管理責任者の選任は、選任すべき事由が発生した

日から14日以内に行うこととし、保護具に関する知識及び経験

を有すると認められる者のうちから選任しなければならない

こと。 

③ 事業者は、保護具着用管理責任者を選任したときは、当該保

護具着用管理責任者に対し、必要な権限を与えるとともに、当

該保護具着用管理責任者の氏名を事業場の見やすい箇所に掲

示すること等により関係労働者に周知させなければならない

こと。 

ウ 雇入れ時等における化学物質等に係る教育の拡充（安衛則第35 

条関係） 

労働者を雇い入れ、又は労働者の作業内容を変更したときに行

わなければならない安衛則第35条第１項の教育について、令第２

条第３号に掲げる業種の事業場の労働者については、安衛則第35

条第１項第１号から第４号までの事項の教育の省略が認められ

てきたが、改正省令により、この省略規定を削除し、同項第１号

から第４号までの事項の教育を事業者に義務付けたこと。 

 

（２）化学物質の危険性・有害性に関する情報の伝達の強化 

ア ＳＤＳ等による通知方法の柔軟化（安衛則第24条の15第１項及

び第３項※、第34条の２の３関係） ※公布日時点においては第

24条の15第２項 

法第57条の２第１項及び第２項の規定による通知の方法とし

て、相手方の承諾を要件とせず、電子メールの送信や、通知事項

が記載されたホームページのアドレス（二次元コードその他のこ
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れに代わるものを含む。）を伝達し閲覧を求めること等による方

法を新たに認めたこと。 

イ 「人体に及ぼす作用」の定期確認及び「人体に及ぼす作用」に

ついての記載内容の更新（安衛則第24条の15第２項及び第３項、

第34条の２の５第２項及び第３項関係） 

法第57条の２第１項の規定による通知事項の１つである「人体

に及ぼす作用」について、直近の確認を行った日から起算して５

年以内ごとに１回、記載内容の変更の要否を確認し、変更を行う

必要があると認めるときは、当該確認をした日から１年以内に変

更を行わなければならないこと。また、変更を行ったときは、当

該通知を行った相手方に対して、適切な時期に、変更内容を通知

するものとしたこと。加えて、安衛則第24条の15第２項及び第３

項の規定による特定危険有害化学物質等に係る通知における「人

体に及ぼす作用」についても、同様の確認及び更新を努力義務と

したこと。 

ウ ＳＤＳ等における通知事項の追加及び成分含有量表示の適正化

（安衛則第24条の15第１項、第34条の２の４、第34条の２の６関

係） 

法第57条の２第１項の規定により通知するＳＤＳ等における通

知事項に、「想定される用途及び当該用途における使用上の注意」

を追加したこと。また、安衛則第24条の15第１項の規定により通

知を行うことが努力義務となっている特定危険有害化学物質等に

係る通知事項についても、同事項を追加したこと。 

また、法第57条の２第１項の規定により通知するＳＤＳ等にお

ける通知事項のうち、「成分の含有量」について、重量パーセン

トを通知しなければならないこととしたこと。 

エ 化学物質を事業場内において別容器等で保管する際の措置の強

化（安衛則第33条の２関係） 

事業者は、令第17条に規定する物（以下「製造許可物質」とい

う。）又は令第18条に規定する物（以下「ラベル表示対象物」と

いう。）をラベル表示のない容器に入れ、又は包装して保管する

ときは、当該容器又は包装への表示、文書の交付その他の方法に

より、当該物を取り扱う者に対し、当該物の名称及び人体に及ぼ

す作用を明示しなければならないこと。 

 

（３）リスクアセスメントに基づく自律的な化学物質管理の強化 
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ア リスクアセスメントに係る記録の作成及び保存並びに労働者へ

の周知（安衛則第34条の２の８関係） 

事業者は、リスクアセスメントを行ったときは、リスクアセス

メント対象物の名称等の事項について、記録を作成し、次にリス

クアセスメントを行うまでの期間（リスクアセスメントを行った

日から起算して３年以内に次のリスクアセスメントを行ったとき

は、３年間）保存するとともに、当該事項を、リスクアセスメン

ト対象物を製造し、又は取り扱う業務に従事する労働者に周知さ

せなければならないこと。 

イ 化学物質による労働災害が発生した事業場等における化学物質

管理の改善措置（安衛則第34条の２の10関係） 

① 労働基準監督署長は、化学物質による労働災害が発生した、

又はそのおそれがある事業場の事業者に対し、当該事業場にお

いて化学物質の管理が適切に行われていない疑いがあると認め

るときは、当該事業場における化学物質の管理の状況について、

改善すべき旨を指示することができること。 

② ①の指示を受けた事業者は、遅滞なく、事業場の化学物質の

管理の状況について必要な知識及び技能を有する者として厚生

労働大臣が定めるもの（以下「化学物質管理専門家」という。）

から、当該事業場における化学物質の管理の状況についての確

認及び当該事業場が実施し得る望ましい改善措置に関する助言

を受けなければならないこと。 

③ ②の確認及び助言を求められた化学物質管理専門家は、事業

者に対し、確認後速やかに、当該確認した内容及び当該事業場

が実施し得る望ましい改善措置に関する助言を、書面により通

知しなければならないこと。 

④ 事業者は、③の通知を受けた後、１月以内に、当該通知の内

容を踏まえた改善措置を実施するための計画を作成するととも

に、当該計画作成後、速やかに、当該計画に従い改善措置を実

施しなければならないこと。 

⑤ 事業者は、④の計画を作成後、遅滞なく、当該計画の内容に

ついて、③の通知及び当該計画の写しを添えて、改善計画報告

書（安衛則様式第４号）により所轄労働基準監督署長に報告し

なければならないこと。 
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⑥ 事業者は、④の計画に基づき実施した改善措置の記録を作成

し、当該記録について、③の通知及び当該計画とともにこれら

を３年間保存しなければならないこと。 

ウ リスクアセスメント対象物に係るばく露低減措置等の事業者の

義務（安衛則第577条の２、第577条の３関係） 

①  労働者がリスクアセスメント対象物にばく露される程度の

低減措置（安衛則第577条の２第１項関係） 

 事業者は、リスクアセスメント対象物を製造し、又は取り

扱う事業場において、リスクアセスメントの結果等に基づき、

労働者の健康障害を防止するため、代替物の使用等の必要な

措置を講ずることにより、リスクアセスメント対象物に労働

者がばく露される程度を最小限度にしなければならないこと。 

②  労働者がばく露される程度を一定の濃度の基準以下としな

ければならない物質に係るばく露濃度の抑制措置（安衛則第

577条の２第２項関係） 

 事業者は、リスクアセスメント対象物のうち、一定程度のば

く露に抑えることにより、労働者に健康障害を生ずるおそれが

ない物として厚生労働大臣が定めるものを製造し、又は取り扱

う業務（主として一般消費者の生活の用に供される製品に係る

ものを除く。）を行う屋内作業場においては、当該業務に従事

する労働者がこれらの物にばく露される程度を、厚生労働大臣

が定める濃度の基準（以下「濃度基準値」という。）以下とし

なければならないこと。 

③  リスクアセスメントの結果に基づき事業者が行う健康診断、

健康診断の結果に基づく必要な措置の実施等（安衛則第577条

の２第３項から第５項まで、第８項及び第９項関係） 

 事業者は、リスクアセスメント対象物による健康障害の防止

のため、リスクアセスメントの結果に基づき、関係労働者の

意見を聴き、必要があると認めるときは、医師又は歯科医師

（以下「医師等」という。）が必要と認める項目について、

医師等による健康診断を行い、その結果に基づき必要な措置

を講じなければならないこと。 

 また、事業者は、安衛則第577条の２第２項の業務に従事す

る労働者が、濃度基準値を超えてリスクアセスメント対象物

にばく露したおそれがあるときは、速やかに、医師等が必要

と認める項目について、医師等による健康診断を行い、その
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結果に基づき必要な措置を講じなければならないこと。 

事業者は、上記の健康診断（以下「リスクアセスメント対

象物健康診断」という。）を行ったときは、リスクアセスメ

ント対象物健康診断個人票（安衛則様式第24号の２）を作成

し、５年間（がん原性物質（がん原性がある物として厚生労

働大臣が定めるものをいう。以下同じ。）に係るものは30年

間）保存しなければならないこと。 

事業者は、リスクアセスメント対象物健康診断を受けた労

働者に対し、遅滞なく、当該健康診断の結果を通知しなけれ

ばならないこと。 

④  ばく露低減措置の内容及び労働者のばく露の状況について

の労働者の意見聴取、記録作成・保存（安衛則第577条の２第

10から第12項まで※関係） ※令和５年４月１日時点において

は第577条の２第２項から第４項まで 

 事業者は、安衛則第577条の２第１項、第２項及び第８項の

規定により講じたばく露低減措置等について、関係労働者の

意見を聴くための機会を設けなければならないこと。 

また、事業者は、（ⅰ）安衛則第577条の２第１項、第２項

及び第８項の規定により講じた措置の状況、（ⅱ）リスクア

セスメント対象物を製造し、又は取り扱う業務に従事する労

働者のばく露状況、（ⅲ）労働者の氏名、従事した作業の概

要及び当該作業に従事した期間並びにがん原性物質により著

しく汚染される事態が生じたときはその概要及び事業者が講

じた応急の措置の概要（リスクアセスメント対象物ががん原

性物質である場合に限る。）、（ⅳ）安衛則第577条の２第10

項の規定による関係労働者の意見の聴取状況について、１年

を超えない期間ごとに１回、定期に、記録を作成し、当該記

録を３年間（（ⅱ）及び（ⅲ）について、がん原性物質に係

るものは30年間）保存するとともに、（ⅰ）及び（ⅳ）の事

項を労働者に周知させなければならないこと。 

⑤  リスクアセスメント対象物以外の物質にばく露される程度

を最小限とする努力義務（安衛則第577条の３関係） 

 事業者は、リスクアセスメント対象物以外の化学物質を製

造し、又は取り扱う事業場において、当該化学物質に係る危

険性又は有害性等の調査結果等に基づき、労働者の健康障害

を防止するため、代替物の使用等の必要な措置を講ずること
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により、リスクアセスメント対象物以外の化学物質にばく露

される程度を最小限度にするよう努めなければならないこと。 

エ 保護具の使用による皮膚等障害化学物質等への直接接触の防止

（安衛則第594条の２及び安衛則第594条の３※関係） ※令和５

年４月１日時点においては第594条の２ 

事業者は、化学物質又は化学物質を含有する製剤（皮膚若しく

は眼に障害を与えるおそれ又は皮膚から吸収され、若しくは皮膚

に浸入して、健康障害を生ずるおそれがあることが明らかなもの

に限る。以下「皮膚等障害化学物質等」という。）を製造し、又

は取り扱う業務（法及びこれに基づく命令の規定により労働者に

保護具を使用させなければならない業務及びこれらの物を密閉

して製造し、又は取り扱う業務を除く。）に労働者を従事させる

ときは、不浸透性の保護衣、保護手袋、履物又は保護眼鏡等適切

な保護具を使用させなければならないこと。 

また、事業者は、化学物質又は化学物質を含有する製剤（皮膚

等障害化学物質等及び皮膚若しくは眼に障害を与えるおそれ又

は皮膚から吸収され、若しくは皮膚に浸入して、健康障害を生ず

るおそれがないことが明らかなものを除く。）を製造し、又は取

り扱う業務（法及びこれに基づく命令の規定により労働者に保護

具を使用させなければならない業務及びこれらの物を密閉して

製造し、又は取り扱う業務を除く。）に労働者を従事させるとき

は、当該労働者に保護衣、保護手袋、履物又は保護眼鏡等適切な

保護具を使用させることに努めなければならないこと。  

 

（４）衛生委員会の付議事項の追加（安衛則第22条関係） 

衛生委員会の付議事項に、（３）ウ①及び②により講ずる措置に

関すること並びに（３）ウ③の医師等による健康診断の実施に関す

ることを追加すること。 

 

（５）事業場におけるがんの発生の把握の強化（安衛則第97条の２関係） 

事業者は、化学物質又は化学物質を含有する製剤を製造し、又は

取り扱う業務を行う事業場において、１年以内に２人以上の労働者

が同種のがんに罹患したことを把握したときは、当該罹患が業務に

起因するかどうかについて、遅滞なく、医師の意見を聴かなければ

ならないこととし、当該医師が、当該がんへの罹患が業務に起因す

るものと疑われると判断したときは、遅滞なく、当該がんに罹患し
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た労働者が取り扱った化学物質の名称等の事項について、所轄都道

府県労働局長に報告しなければならないこと。 

 

（６）化学物質管理の水準が一定以上の事業場に対する個別規制の適用

除外（特化則第２条の３、有機則第４条の２、鉛則第３条の２及び

粉じん則第３条の２関係） 

ア 特化則等の規定（健康診断及び呼吸用保護具に係る規定を除

く。）は、専属の化学物質管理専門家が配置されていること等の

一定の要件を満たすことを所轄都道府県労働局長が認定した事

業場については、特化則等の規制対象物質を製造し、又は取り扱

う業務等について、適用しないこと。 

イ アの適用除外の認定を受けようとする事業者は、適用除外認定

申請書（特化則様式第１号、有機則様式第１号の２、鉛則様式第

１号の２、粉じん則様式第１号の２）に、当該事業場がアの要件

に該当することを確認できる書面を添えて、所轄都道府県労働局

長に提出しなければならないこと。 

ウ 所轄都道府県労働局長は、適用除外認定申請書の提出を受けた

場合において、認定をし、又はしないことを決定したときは、遅

滞なく、文書でその旨を当該申請書を提出した事業者に通知する

こと。 

エ 認定は、３年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過

によって、その効力を失うこと。 

オ 上記のアからウまでの規定は、エの認定の更新について準用す

ること。 

カ 認定を受けた事業者は、当該認定に係る事業場がアの要件を満

たさなくなったときは、遅滞なく、文書で、その旨を所轄都道府

県労働局長に報告しなければならないこと。 

キ 所轄都道府県労働局長は、認定を受けた事業者がアの要件を満

たさなくなったと認めるとき等の取消要件に該当するに至った

ときは、その認定を取り消すことができること。 

 

（７）作業環境測定結果が第三管理区分の作業場所に対する措置の強化 

  ア 作業環境測定の評価結果が第三管理区分に区分された場合の

義務（特化則第36条の３の２第１項から第３項まで、有機則第28

条の３の２第１項から第３項まで、鉛則第52条の３の２第１項か

ら第３項まで、粉じん則第26条の３の２第１項から第３項まで関
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係） 

特化則等に基づく作業環境測定結果の評価の結果、第三管理区

分に区分された場所について、作業環境の改善を図るため、事業

者に対して以下の措置の実施を義務付けたこと。 

① 当該場所の作業環境の改善の可否及び改善が可能な場合の改

善措置について、事業場における作業環境の管理について必要

な能力を有すると認められる者（以下「作業環境管理専門家」

という。）であって、当該事業場に属さない者からの意見を聴

くこと。 

② ①において、作業環境管理専門家が当該場所の作業環境の改

善が可能と判断した場合、当該場所の作業環境を改善するため

に必要な措置を講じ、当該措置の効果を確認するため、当該場

所における対象物質の濃度を測定し、その結果の評価を行うこ

と。 

  イ 作業環境管理専門家が改善困難と判断した場合等の義務（特化

則第36条の３の２第４項、有機則第28条の３の２第４項、鉛則第

52条の３の２第４項、粉じん則第26条の３の２第４項関係） 

ア①で作業環境管理専門家が当該場所の作業環境の改善は困

難と判断した場合及びア②の評価の結果、なお第三管理区分に区

分された場合、事業者は、以下の措置を講ずること。 

① 労働者の身体に装着する試料採取器等を用いて行う測定そ

の他の方法による測定（以下「個人サンプリング測定等」とい

う。）により対象物質の濃度測定を行い、当該測定結果に応じ

て、労働者に有効な呼吸用保護具を使用させること。また、当

該呼吸用保護具（面体を有するものに限る。）が適切に着用さ

れていることを確認し、その結果を記録し、これを３年間保存

すること。なお、当該場所において作業の一部を請負人に請け

負わせる場合にあっては、当該請負人に対し、有効な呼吸用保

護具を使用する必要がある旨を周知させること。 

② 保護具に関する知識及び経験を有すると認められる者のう

ちから、保護具着用管理責任者を選任し、呼吸用保護具に係る

業務を担当させること。 

③ ア①の作業環境管理専門家の意見の概要並びにア②の措置

及び評価の結果を労働者に周知すること。 

④ 上記①から③までの措置を講じたときは、第三管理区分措置

状況届（特化則様式第１号の４、有機則様式第２号の３、鉛則
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様式第１号の４、粉じん則様式第５号）を所轄労働基準監督署

長に提出すること。 

  ウ 作業環境測定の評価結果が改善するまでの間の義務（特化則第

36条の３の２第５項、有機則第28条の３の２第５項、鉛則第52

条の３の２第５項、粉じん則第26条の３の２第５項関係） 

特化則等に基づく作業環境測定結果の評価の結果、第三管理区

分に区分された場所について、第一管理区分又は第二管理区分と

評価されるまでの間、上記イ①の措置に加え、以下の措置を講ず

ること。 

６月以内ごとに１回、定期に、個人サンプリング測定等により

特定化学物質等の濃度を測定し、その結果に応じて、労働者に有

効な呼吸用保護具を使用させること。 

エ 記録の保存 

イ①又はウの個人サンプリング測定等を行ったときは、その都

度、結果及び評価の結果を記録し、３年間（ただし、粉じんにつ

いては７年間、クロム酸等については30年間）保存すること。 

 

（８）作業環境管理やばく露防止措置等が適切に実施されている場合に

おける特殊健康診断の実施頻度の緩和（特化則第39条第４項、有機

則第29条第６項、鉛則第53条第４項及び四アルキル則第22条第４項

関係） 

 本規定による特殊健康診断の実施について、以下の①から③まで

の要件のいずれも満たす場合（四アルキル則第22条第４項の規定に

よる健康診断については、以下の②及び③の要件を満たす場合）に

は、当該特殊健康診断の対象業務に従事する労働者に対する特殊健

康診断の実施頻度を６月以内ごとに１回から、１年以内ごとに１回

に緩和することができること。ただし、危険有害性が特に高い製造

禁止物質及び特別管理物質に係る特殊健康診断の実施については、

特化則第39条第４項に規定される実施頻度の緩和の対象とはなら

ないこと。 

① 当該労働者が業務を行う場所における直近３回の作業環境測

定の評価結果が第１管理区分に区分されたこと。 

② 直近３回の健康診断の結果、当該労働者に新たな異常所見がな

いこと。 

③ 直近の健康診断実施後に、軽微なものを除き作業方法の変更が

ないこと。 
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 ３ 改正告示の概要 

   改正省令による２（２）アのＳＤＳ等による通知方法の柔軟化及び

２（２）エのラベル表示対象物を事業場内において別容器等で保管す

る際の措置の強化に伴い、告示においても、同趣旨の改正を行ったこ

と。 

 

４ 施行日及び経過措置 

（１）施行日(改正省令附則第１条関係) 

   改正省令及び改正告示は、公布日から施行することとしたこと。

ただし、２（２）イ及びエ、（３）ア、ウ①、④、⑤、エ前段（努

力義務）、（４）（２（３）ウ①に係るものに限る。）、（５）、

（６）、（８）に係る規定及び当該規定に係る経過措置については、

令和５年４月１日から、２（１）、２（２）ウ、（３）イ、ウ②、

③、エ、（４）（２（３）ウ②及び③に係るものに限る。）、（７）

に係る規定及び当該規定に係る経過措置については、令和６年４月

１日から施行することとしたこと。 

 

（２）経過措置(改正省令附則第３条から第５条関係) 

ア 改正省令の施行の際現にある、改正省令第４条及び第８条によ

る改正前の様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用

することができることとしたこと。 

イ 改正省令（改正省令第１条を除く。）の施行前にした行為に対

する罰則の適用については、なお従前の例によること。 

  

 

第２ 細部事項（公布日施行） 

１ ＳＤＳ等による通知方法の柔軟化関係 

（１）安衛則第24条の15第１項及び第２項※、第34条の２の３関係 

※令和５年４月１日時点においては第24条の15第３項 

化学物質の危険性・有害性に係る情報伝達がより円滑に行われる

ようにするため、譲渡提供を受ける相手方が容易に確認可能な方法

であれば、相手方の承諾を要件とせずに通知できるよう、ＳＤＳ等

による通知方法を柔軟化したこと。なお、電子メールの送信により

通知する場合は、送信先の電子メールアドレスを事前に確認する等

により確実に相手方に通知できるよう配慮すべきであること。 



 

13 

 

（２）告示第３条第１項、第４条第３項関係 

   改正省令によるＳＤＳ等による通知方法の柔軟化に伴い、告示に

おいても、通知方法の選択に当たって相手方の承諾を要件としない

こと等、同趣旨の改正を行ったこと。 

 

第３ 細部事項（令和５年４月１日施行） 

１ ＳＤＳ等における通知事項である「人体に及ぼす作用」の定期確認

及び更新関係 

（１）安衛則第24条の15第２項及び第３項、第34条の２の５第２項及び

第３項関係 

  ア ＳＤＳ等における通知事項である「人体に及ぼす作用」につい

ては、当該物質の有害性情報であり、リスクアセスメントの実施

に当たって最も重要な情報であることから、定期的な確認及び更

新を新たに義務付けたこと。定期確認及び更新の対象となるＳＤ

Ｓ等は、現に譲渡又は提供を行っている通知対象物又は特定危険

有害化学物質等に係るものに限られ、既に譲渡提供を中止したも

のに係るＳＤＳ等まで含む趣旨ではないこと。 

  イ 確認の結果、ＳＤＳ等の更新を行った場合、変更後の当該事項

を再通知する対象となる、過去に当該物を譲渡提供した相手方の

範囲については、各事業者における譲渡提供先に関する情報の保

存期間、当該物の使用期限等を踏まえて合理的な期間とすれば足

りること。また、確認の結果、ＳＤＳ等の更新の必要がない場合

には、更新及び相手方への再通知の必要はないが、各事業者にお

いてＳＤＳ等の改訂情報を管理する上で、更新の必要がないこと

を確認した日を記録しておくことが望ましいこと。 

  ウ ＳＤＳ等を更新した場合の再通知の方法としては、各事業者で

譲渡提供先に関する情報を保存している場合に当該情報を元に

譲渡提供先に再通知する方法のほか、譲渡提供者のホームページ

においてＳＤＳ等を更新した旨を分かりやすく周知し、当該ホー

ムページにおいて該当物質のＳＤＳ等を容易に閲覧できるよう

にする方法等があること。 

  エ 本規定の施行日において現に存するＳＤＳ等については、施行

日から起算して５年以内（令和10年３月31日まで）に初回の確認

を行う必要があること。また、確認の頻度である「５年以内ごと

に１回」には、５年より短い期間で確認することも含まれること。 
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２ 製造許可物質又はラベル表示対象物を事業場内において別容器等

で保管する際の措置の強化関係 

（１）安衛則第33条の２関係 

ア 製造許可物質及びラベル表示対象物を事業場内で取り扱うに

当たって、他の容器に移し替えたり、小分けしたりして保管する

際の容器等にも対象物の名称及び人体に及ぼす作用の明示を義

務付けたこと。なお、本規定は、対象物を保管することを目的と

して容器に入れ、又は包装し、保管する場合に適用されるもので

あり、保管を行う者と保管された対象物を取り扱う者が異なる場

合の危険有害性の情報伝達が主たる目的であるため、対象物の取

扱い作業中に一時的に小分けした際の容器や、作業場所に運ぶた

めに移し替えた容器にまで適用されるものではないこと。また、

譲渡提供者がラベル表示を行っている物について、既にラベル表

示がされた容器等で保管する場合には、改めて表示を求める趣旨

ではないこと。 

イ 明示の際の「その他の方法」としては、使用場所への掲示、必

要事項を記載した一覧表の備え付け、磁気ディスク、光ディスク

等の記録媒体に記録しその内容を常時確認できる機器を設置す

ること等のほか、日本産業規格Ｚ7253（ＧＨＳに基づく化学品の

危険有害性情報の伝達方法－ラベル、作業場内の表示及び安全

データシート（ＳＤＳ））（以下「ＪＩＳＺ7253」という。)の

「５．３．３作業場内の表示の代替手段」に示された方法として、

作業手順書又は作業指示書によって伝達する方法等によること

も可能であること。 

 

（２）告示第４条第３項関係 

改正省令による（１）のラベル表示対象物を事業場内において別

容器等で保管する際の措置の強化に伴い、告示においても、化学物

質等の譲渡提供を受けた事業者が対象物を労働者に取り扱わせる

場合の容器等への表示事項として「人体に及ぼす作用」を追加した

こと。 

 

３ リスクアセスメントの結果等の記録の作成及び保存並びに労働者

への周知（安衛則第34条の２の８関係） 

事業場における化学物質管理の実施状況について事後に検証でき

るようにするため、従前より規定されていたリスクアセスメントの結
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果等の労働者への周知に加え、リスクアセスメントの結果等の記録の

作成及び保存を新たに義務付けたこと。 

 

４ 事業場におけるがんの発生の把握の強化関係 

（１）安衛則第97条の２第１項関係 

ア 本規定は、化学物質のばく露に起因するがんを早期に把握した

事業場におけるがんの再発防止のみならず、国内の同様の作業を

行う事業場における化学物質によるがんの予防を行うことを目的

として規定したものであること。 

イ 本規定の「１年以内に２人以上の労働者」の労働者は、現に雇

用する同一の事業場の労働者であること。 

ウ 本規定の「同種のがん」については、発生部位等医学的に同じ

ものと考えられるがんをいうこと。 

エ 本規定の「同種のがんに罹患したことを把握したとき」の「把

握」とは、労働者の自発的な申告や休職手続等で職務上、事業者

が知り得る場合に限るものであり、本規定を根拠として、労働者

本人の同意なく、本規定に関係する労働者の個人情報を収集する

ことを求める趣旨ではないこと。なお、アの趣旨から、広くがん

罹患の情報について事業者が把握できることが望ましく、衛生委

員会等においてこれらの把握の方法をあらかじめ定めておくこと

が望ましいこと。 

オ アの趣旨を踏まえ、例えば、退職者も含め10年以内に複数の者

が同種のがんに罹患したことを把握した場合等、本規定の要件に

該当しない場合であっても、それが化学物質を取り扱う業務に起

因することが疑われると医師から意見があった場合は、本規定に

準じ、都道府県労働局に報告することが望ましいこと。 

カ 本規定の「医師」には、産業医のみならず、定期健康診断を委

託している機関に所属する医師や労働者の主治医等も含まれるこ

と。また、これらの適当な医師がいない場合は、各都道府県の産

業保健総合支援センター等に相談することも考えられること。 

 

（２）安衛則第97条の２第２項関係 

ア 本規定の「罹患が業務に起因するものと疑われると判断」につ

いては、（１）アの趣旨から、その時点では明確な因果関係が解

明されていないため確実なエビデンスがなくとも、同種の作業を

行っていた場合や、別の作業であっても同一の化学物質にばく露
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した可能性がある場合等、化学物質に起因することが否定できな

いと判断されれば対象とすべきであること。 

イ 本項第１号の「がんに罹患した労働者が当該事業場で従事した

業務において製造し、又は取り扱った化学物質の名称」及び本項

第２号の「がんに罹患した労働者が当該事業場で従事していた業

務の内容及び当該業務に従事していた期間」については、（１）

アの趣旨から、その時点ではがんの発症に係る明確な因果関係が

解明されていないため、当該労働者が当該事業場において在職中

ばく露した可能性がある全ての化学物質、業務及びその期間が対

象となること。また、記録等がなく、製剤中の化学物質の名称や

作業歴が不明な場合であっても、その後の都道府県労働局等が行

う調査に資するよう、製剤の製品名や関係者の記憶する関連情報

をできる限り記載し、報告することが望ましいこと。 

 

５ リスクアセスメントに基づく自律的な化学物質管理の強化 

（１）安衛則第577条の２第１項及び第577条の３関係 

   本規定における「リスクアセスメント」とは、法第57条の３第１項

の規定により行われるリスクアセスメントをいうものであり、安衛則

第34条の２の７第１項に定める時期において、化学物質等による危険

性又は有害性等の調査等に関する指針（平成27年９月18日付け危険性

又は有害性等の調査等に関する指針公示第３号）に従って実施するこ

と。 

ただし、事業者は、化学物質のばく露を最低限に抑制する必要があ

ることから、同項のリスクアセスメント実施時期に該当しない場合で

あっても、ばく露状況に変化がないことを確認するため、過去の化学

物質の測定結果に応じた適当な頻度で、測定等を実施することが望ま

しいこと。 

 

（２）安衛則第577条の２第２項※関係 ※令和６年４月１日時点において

は第577条の２第10項 

本規定における「関係労働者の意見を聞くための機会を設けなけれ

ばならない」については、関係労働者又はその代表が衛生委員会に参

加している場合等は、安衛則第22条第11号の衛生委員会における調査

審議又は安衛則第23条の２に基づき行われる意見聴取と兼ねて行っ

ても差し支えないこと。 
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（３）安衛則第577条の２第３項※関係 ※令和６年４月１日時点において

は第577条の２第11項 

ア 本規定におけるがん原性物質を製造し、又は取り扱う労働者に関

する記録については、晩発性の健康障害であるがんに対する対応を

適切に行うため、当該労働者が離職した後であっても、当該記録を

作成した時点から30年間保存する必要があること。 

イ 「第１項の規定により講じた措置の状況」の記録については、法

第57条の３に基づくリスクアセスメントの結果に基づいて措置を

講じた場合は、安衛則第34条の２の８の記録と兼ねても差し支えな

いこと。また、リスクアセスメントに基づく措置を検討し、これら

の措置をまとめたマニュアルや作業規程（以下「マニュアル等」と

いう。）を別途定めた場合は、当該マニュアル等を引用しつつ、マ

ニュアル等のとおり措置を講じた旨の記録でも差し支えないこと。 

ウ 「労働者のリスクアセスメント対象物のばく露の状況」について

は、実際にばく露の程度を測定した結果の記録等の他、マニュアル

等を作成した場合であって、その作成過程において、実際に当該マ

ニュアル等のとおり措置を講じた場合の労働者のばく露の程度を

あらかじめ作業環境測定等により確認している場合は、当該マニュ

アル等に従い作業を行っている限りにおいては、当該マニュアル等

の作成時に確認されたばく露の程度を記録することでも差し支え

ないこと。 

エ 「労働者の氏名、従事した作業の概要及び当該作業に従事した期

間並びにがん原性物質により著しく汚染される事態が生じたとき

はその概要及び事業者が講じた応急の措置の概要」の記録に関し、

従事した作業の概要については、取り扱う化学物質の種類を記載す

る、又はＳＤＳ等を添付して、取り扱う化学物質の種類が分かるよ

うに記録すること。また、出張等作業で作業場所が毎回変わるもの

の、いくつかの決まった製剤を使い分け、同じ作業に従事している

のであれば、出張等の都度の作業記録を求めるものではなく、当該

関連する作業を一つの作業とみなし、作業の概要と期間をまとめて

記載することで差し支えないこと。 

オ 「関係労働者の意見の聴取状況」の記録に関し、労働者に意見を

聴取した都度、その内容と労働者の意見の概要を記録すること。な

お、衛生委員会における調査審議と兼ねて行う場合は、これらの記

録と兼ねて記録することで差し支えないこと。 
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６ 保護具の使用による皮膚等障害化学物質等への直接接触の防止（安衛

則第594条の２第１項※関係） ※令和６年４月１日時点においては第

594条の３第１項 

  本規定の「皮膚若しくは眼に障害を与えるおそれ又は皮膚から吸収さ

れ、若しくは皮膚に侵入して、健康障害を生ずるおそれがないことが明

らかなもの」とは、国が公表するＧＨＳ（化学品の分類および表示に関

する世界調和システム）に基づく危険有害性の分類の結果及び譲渡提供

者より提供されたＳＤＳ等に記載された有害性情報のうち「皮膚腐食

性・刺激性」、「眼に対する重篤な損傷性・眼刺激性」及び「呼吸器感

作性又は皮膚感作性」のいずれも「区分に該当しない」と記載され、か

つ、「皮膚腐食性・刺激性」、「眼に対する重篤な損傷性・眼刺激性」

及び「呼吸器感作性又は皮膚感作性」を除くいずれにおいても、経皮に

よる健康有害性のおそれに関する記載がないものが含まれること。 

 

７ 化学物質管理の水準が一定以上の事業場の個別規制の適用除外 

（１）特化則第２条の３第１項、有機則第４条の２第１項、鉛則第３条

の２第１項及び粉じん則第３条の２第１項関係  

ア 本規定は、事業者による化学物質の自律的な管理を促進すると

いう考え方に基づき、作業環境測定の対象となる化学物質を取り

扱う業務等について、化学物質管理の水準が一定以上であると所

轄都道府県労働局長が認める事業場に対して、当該化学物質に適

用される特化則等の特別則の規定の一部の適用を除外することを

定めたものであること。適用除外の対象とならない規定は、特殊

健康診断に係る規定及び保護具の使用に係る規定である。なお、

作業環境測定の対象となる化学物質以外の化学物質に係る業務等

については、本規定による適用除外の対象とならないこと。 

また、所轄都道府県労働局長が特化則等で示す適用除外の要件

のいずれかを満たさないと認めるときには、適用除外の認定は取

消しの対象となること。適用除外が取り消された場合、適用除外

となっていた当該化学物質に係る業務等に対する特化則等の規定

が再び適用されること。 

イ 特化則第２条の３第１項第１号、有機則第４条の２第１項第１

号、鉛則第３条の２第１項第１号及び粉じん則第３条の２第１項

第１号の化学物質管理専門家については、作業場の規模や取り扱

う化学物質の種類、量に応じた必要な人数が事業場に専属の者と

して配置されている必要があること。 
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ウ 特化則第２条の３第１項第２号、有機則第４条の２第１項第２

号、鉛則第３条の２第１項第２号及び粉じん則第３条の２第１項

第２号については、過去３年間、申請に係る当該物質による死亡

災害又は休業４日以上の労働災害を発生させていないものである

こと。「過去３年間」とは、申請時を起点として遡った３年間を

いうこと。 

エ 特化則第２条の３第１項第３号、有機則第４条の２第１項第３

号、鉛則第３条の２第１項第３号及び粉じん則第３条の２第１項

第３号については、申請に係る事業場において、申請に係る特化

則等において作業環境測定が義務付けられている全ての化学物質

等（例えば、特化則であれば、申請に係る全ての特定化学物質）

について特化則等の規定に基づき作業環境測定を実施し、作業環

境の測定結果に基づく評価が第一管理区分であることを過去３年

間維持している必要があること。 

オ 特化則第２条の３第１項第４号、有機則第４条の２第１項第４

号、鉛則第３条の２第１項第４号及び粉じん則第３条の２第１項

第４号第４号については、申請に係る事業場において、申請に係

る特化則等において健康診断の実施が義務付けられている全ての

化学物質等（例えば、特化則であれば、申請に係る全ての特定化

学物質）について、過去３年間の健康診断で異常所見がある労働

者が一人も発見されないことが求められること。また、粉じん則

については、じん肺法（昭和35年法律第30号）の規定に基づくじ

ん肺健康診断の結果、新たにじん肺管理区分が管理２以上に決定

された労働者、又はじん肺管理区分が決定されていた者でより上

位の区分に決定された労働者が一人もいないことが求められるこ

と。 

なお、安衛則に基づく定期健康診断の項目だけでは、特定化学

物質等による異常所見かどうかの判断が困難であるため、安衛則

の定期健康診断における異常所見については、適用除外の要件と

はしないこと。 

カ 特化則第２条の３第１項第５号、有機則第４条の２第１項第５

号、鉛則第３条の２第１項第５号及び粉じん則第３条の２第１項

第５号については、客観性を担保する観点から、認定を申請する

事業場に属さない化学物質管理専門家から、安衛則第34条の２の

８第１項第３号及び第４号に掲げるリスクアセスメントの結果や

その結果に基づき事業者が講ずる労働者の危険又は健康障害を防



 

20 

 

止するため必要な措置の内容に対する評価を受けた結果、当該事

業場における化学物質による健康障害防止措置が適切に講じられ

ていると認められることを求めるものであること。なお、本規定

の評価については、ＩＳＯ (ＪＩＳＱ)45001の認証等の取得を求

める趣旨ではないこと。 

キ 特化則第２条の３第１項第６号、有機則第４条の２第１項第６

号、鉛則第３条の２第１項第６号及び粉じん則第３条の２第１項

第６号については、過去３年間に事業者が当該事業場について法

及びこれに基づく命令に違反していないことを要件とするが、軽

微な違反まで含む趣旨ではないこと。なお、法及びそれに基づく

命令の違反により送検されている場合、労働基準監督機関から使

用停止等命令を受けた場合、又は労働基準監督機関から違反の是

正の勧告を受けたにもかかわらず期限までに是正措置を行わな

かった場合は、軽微な違反には含まれないこと。 

 

（２）特化則第２条の３第２項、有機則第４条の２第２項、鉛則第３条の

２第２項及び粉じん則第３条の２第２項関係 

本規定に係る申請を行う事業者は、適用除外認定申請書に、様式ご

とにそれぞれ、（１）イ、エからカまでに規定する要件に適合するこ

とを証する書面に加え、適用除外認定申請書の備考欄で定める書面を

添付して所轄都道府県労働局長に提出する必要があること。 

 

（３）特化則第２条の３第４項及び第５項、有機則第４条の２第４項及び

第５項、鉛則第３条の２第４項及び第５項並びに粉じん則第３条の２

第４項及び第５項関係 

ア 特化則第２条の３第４項、有機則第４条の２第４項、鉛則第３条

の２第４項及び粉じん則第３条の２第４項について、適用除外の認

定は、３年以内ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過に

よって、その効果を失うものであることから、認定の更新の申請は、

認定の期限前に十分な時間的な余裕をもって行う必要があること。 

イ 特化則第２条の３第５項、有機則第４条の２第５項、鉛則第３条

の２第５項及び粉じん則第３条の２第５項については、認定の更新

に当たり、それぞれ、特化則第２条の３第１項から第３項まで、有

機則第４条の２第１項から第３項まで、鉛則第３条の２第１項から

第３項まで、粉じん則第３条の２第１項から第３項までの規定が準

用されるものであること。 
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（４）特化則第２条の３第６項、有機則第４条の２第６項、鉛則第３条の

２第６項及び粉じん則第３条の２第６項関係 

本規定は、所轄都道府県労働局長が遅滞なく事実を把握するため、

当該認定に係る事業場がそれぞれ（１）イからカまでに掲げる事項の

いずれかに該当しなくなったときは、遅滞なく報告することを事業者

に求める趣旨であること。 

 

（５）特化則第２条の３第７項、有機則第４条の２第７項、鉛則第３条の

２第７項及び粉じん則第３条の２第７項関係 

 本規定は、認定を受けた事業者がそれぞれ特化則第２条の３第７項、

有機則第４条の２第７項、鉛則第３条の２第７項及び粉じん則第３条

の２第７項に掲げる認定の取消し要件のいずれかに該当するに至っ

たときは、所轄都道府県労働局長は、その認定を取り消すことができ

ることを規定したものであること。この場合、認定を取り消された事

業場は、適用を除外されていた全ての特化則等の規定を速やかに遵守

する必要があること。 

 

（６）特化則第２条の３第８項、有機則第４条の２第８項、鉛則第３条の

２第８項及び粉じん則第３条の２第８項関係 

 特化則第２条の３第５項から第７項まで、有機則第４条の２第５項

から第７項まで、鉛則第３条の２第５項から第７項まで、粉じん則第

３条の２第５項から第７項までの場合における特化則第２条の３第

１項第３号、有機則第４条の２第１項第３号、鉛則第３条の２第１項

第３号、粉じん則第３条の２第１項第３号の規定の適用については、

過去３年の期間、申請に係る当該物質に係る作業環境測定の結果に基

づく評価が、第一管理区分に相当する水準を維持していることを何ら

かの手段で評価し、その評価結果について、当該事業場に属さない化

学物質管理専門家の評価を受ける必要があること。なお、第一管理区

分に相当する水準を維持していることを評価する方法には、個人ばく

露測定の結果による評価、作業環境測定の結果による評価又は数理モ

デルによる評価が含まれること。これらの評価の方法については、別

途示すところに留意する必要があること。 

 

（７）特化則様式第１号、有機則様式第１号の２、鉛則様式第１号の２、

粉じん則様式第１号の２関係 
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適用除外の認定の申請は、特化則及び有機則においては、対象とな

る製造又は取り扱う化学物質を、鉛則においては、対象となる鉛業務

を、粉じん則においては、対象となる特定粉じん作業を、それぞれ列

挙する必要があること。 

 

８ 作業環境管理やばく露防止措置等が適切に実施されている場合にお

ける特殊健康診断の実施頻度の緩和（特化則第39条第４項、有機則第29

条第６項、鉛則第53条第４項及び四アルキル則第22条第４項関係） 

 ア 本規定は、労働者の化学物質のばく露の程度が低い場合は健康障害

のリスクが低いと考えられることから、作業環境測定の評価結果等に

ついて一定の要件を満たす場合に健康診断の実施頻度を緩和できる

こととしたものであること。 

 イ 本規定による健康診断の実施頻度の緩和は、事業者が労働者ごとに

行う必要があること。 

 ウ 本規定の「健康診断の実施後に作業方法を変更（軽微なものを除

く。）していないこと」とは、ばく露量に大きな影響を与えるような

作業方法の変更がないことであり、例えば、リスクアセスメント対象

物の使用量又は使用頻度に大きな変更がない場合等をいうこと。 

 エ 事業者が健康診断の実施頻度を緩和するに当たっては、労働衛生に

係る知識又は経験のある医師等の専門家の助言を踏まえて判断する

ことが望ましいこと。 

オ 本規定による健康診断の実施頻度の緩和は、本規定施行後の直近の

健康診断実施日以降に、本規定に規定する要件を全て満たした時点で、

事業者が労働者ごとに判断して実施すること。なお、特殊健康診断の

実施頻度の緩和に当たって、所轄労働基準監督署や所轄都道府県労働

局に対して届出等を行う必要はないこと。 

 

第４ 細部事項（令和６年４月１日施行） 

１ 化学物質管理者の選任、管理すべき事項等 

（１）安衛則第12条の５第１項関係 

ア 化学物質管理者は、ラベル・ＳＤＳ等の作成の管理、リスクア

セスメント実施等、化学物質の管理に関わるもので、リスクアセ

スメント対象物に対する対策を適切に進める上で不可欠な職務を

管理する者であることから、事業場の労働者数によらず、リスク

アセスメント対象物を製造し、又は取り扱う全ての事業場におい

て選任することを義務付けたこと。 
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なお、衛生管理者の職務は、事業場の衛生全般に関する技術的

事項を管理することであり、また有機溶剤作業主任者といった作

業主任者の職務は、個別の化学物質に関わる作業に従事する労働

者の指揮等を行うことであり、それぞれ選任の趣旨が異なるが、

化学物質管理者が、化学物質管理者の職務の遂行に影響のない範

囲で、これらの他の法令等に基づく職務等と兼務することは差し

支えないこと。 

イ 化学物質管理者は、工場、店社等の事業場単位で選任すること

を義務付けたこと。したがって、例えば、建設工事現場における

塗装等の作業を行う請負人の場合、一般的に、建設現場での作業

は出張先での作業に位置付けられるが、そのような出張作業先の

建設現場にまで化学物質管理者の選任を求める趣旨ではないこと。 

ウ 化学物質管理者については、その職務を適切に遂行するために

必要な権限が付与される必要があるため、事業場内の労働者から

選任されるべきであること。また、同じ事業場で化学物質管理者

を複数人選任し、業務を分担することも差し支えないが、その場

合、業務に抜け落ちが発生しないよう、業務を分担する化学物質

管理者や実務を担う者との間で十分な連携を図る必要があること。

なお、化学物質管理者の管理の下、具体的な実務の一部を化学物

質管理に詳しい専門家等に請け負わせることは可能であること。 

エ 本規定の「リスクアセスメント対象物」は、改正省令による改

正前の安衛則第34条の２の７第１項第１号の「通知対象物」と同

じものであり、例えば、原材料を混合して新たな製品を製造する

場合であって、その製品がリスクアセスメント対象物に該当する

場合は、当該製品は本規定のリスクアセスメント対象物に含まれ

ること。 

オ 本規定の「リスクアセスメント対象物を製造し、又は取り扱う」

には、例えば、リスクアセスメント対象物を取り扱う作業工程が

密閉化、自動化等されていることにより、労働者が当該物にばく

露するおそれがない場合であっても、リスクアセスメント対象物

を取り扱う作業が存在する以上、含まれること。ただし、一般消

費者の生活の用に供される製品はリスクアセスメントの対象から

除かれているため、それらの製品のみを取り扱う事業場は含まれ

ないこと。 

また、密閉された状態の製品を保管するだけで容器の開閉等を

行わない場合や、火災や震災後の復旧、事故等が生じた場合の対
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応等、応急対策のためにのみ臨時的にリスクアセスメント対象物

を取り扱うような場合は、「リスクアセスメント対象物を製造し、

又は取り扱う」には含まれないこと。 

カ 本規定の表示等及び教育管理に係る技術的事項を「他の事業場

において行っている場合」とは、例えば、ある工場でリスクアセ

スメント対象物を製造し、当該工場とは別の事業場でラベル表示

の作成を行う場合等のことをいい、その場合、当該工場と当該事

業場それぞれで化学物質管理者の選任が必要となること。安衛則

第12条の５第２項についてもこれと同様であること。 

キ 本項第４号については、実際に労働災害が発生した場合の対応

のみならず、労働災害が発生した場合を想定した応急措置等の訓

練の内容やその計画を定めること等も含まれること。 

ク 本項第７号については、必要な教育の実施における計画の策定

等の管理を求めるもので、必ずしも化学物質管理者自らが教育を

実施することを求めるものではなく、労働者に対して外部の教育

機関等で実施している必要な教育を受けさせること等を妨げるも

のではないこと。また、本規定の施行の前に既に雇い入れ教育等

で労働者に対する必要な教育を実施している場合には、施行後に

改めて教育の実施を求める趣旨ではないこと。 

 

（２）安衛則第12条の５第３項関係 

ア 本項第２号イの「厚生労働大臣が定める化学物質の管理に関す

る講習」は、厚生労働大臣が定める科目について、自ら講習を行

えば足りるが、他の事業者の実施する講習を受講させることも差

し支えないこと。また、「これと同等以上の能力を有すると認め

られる者」については、本項第２号イの厚生労働大臣が定める化

学物質の管理に関する講習に係る告示と併せて、おって示すこと

とすること。 

イ 本項第２号ロの「必要な能力を有すると認められる者」とは、

安衛則第12条の５第１項各号の事項に定める業務の経験がある者

が含まれること。また、適切に業務を行うために、別途示す講習

等を受講することが望ましいこと。 

 

（３）安衛則第12条の５第４項関係 

化学物質管理者の選任に当たっては、当該管理者が実施すべき業

務をなし得る権限を付与する必要があり、事業場において相応する
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それらの権限を有する役職に就いている者を選任すること。 

 

（４）安衛則第12条の５第５項関係 

本規定の「事業場の見やすい箇所に掲示すること等」の「等」に

は、化学物質管理者に腕章を付けさせる、特別の帽子を着用させる、

事業場内部のイントラネットワーク環境を通じて関係労働者に周知

する方法等が含まれること。 

 

２ 保護具着用管理責任者の選任、管理すべき事項等 

（１）安衛則第12条の６第１項関係 

 本規定は、保護具着用管理責任者を選任した事業者について、当

該責任者に本項各号に掲げる事項を管理させなければならないこと

としたものであり、保護具着用管理責任者の職務内容を規定したも

のであること。 

   保護具着用管理責任者の職務は、次に掲げるとおりであること。 

  ア 保護具の適正な選択に関すること。 

  イ 労働者の保護具の適正な使用に関すること。 

  ウ 保護具の保守管理に関すること。 

これらの職務を行うに当たっては、平成17年２月７日付け基発第

0207006号「防じんマスクの選択、使用等について」、平成17年２月

７月付け基発第0207007号「防毒マスクの選択、使用等について」及

び平成29年１月12日付け基発0112第６号「化学防護手袋の選択、使

用等について」に基づき対応する必要があることに留意すること。 

 

（２）安衛則第12条の６第２項関係 

本項第２号中の「保護具に関する知識及び経験を有すると認めら

れる者」には、次に掲げる者が含まれること。なお、次に掲げる者

に該当する場合であっても、別途示す保護具の管理に関する教育を

受講することが望ましいこと。また、次に掲げる者に該当する者を

選任することができない場合は、上記の保護具の管理に関する教育

を受講した者を選任すること。 

① 別に定める化学物質管理専門家の要件に該当する者 

② ９（１）ウに定める作業環境管理専門家の要件に該当する者 

③ 法第83条第１項の労働衛生コンサルタント試験に合格した者 

④ 安衛則別表第４に規定する第１種衛生管理者免許又は衛生工学

衛生管理者免許を受けた者 
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⑤ 安衛則別表第１の上欄に掲げる、令第６条第18号から第20号ま

での作業及び令第６条第22号の作業に応じ、同表の中欄に掲げる

資格を有する者（作業主任者） 

⑥ 安衛則第12条の３第１項の都道府県労働局長の登録を受けた者

が行う講習を終了した者その他安全衛生推進者等の選任に関する

基準（昭和63年労働省告示第80号）の各号に示す者（安全衛生推

進者に係るものに限る。） 

 

（３）安衛則第12条の６第３項関係 

保護具着用管理責任者の選任に当たっては、その業務をなし得る

権限を付与する必要があり、事業場において相応するそれらの権限

を有する役職に就いている者を選任することが望ましいこと。なお、

選任に当たっては、事業場ごとに選任することが求められるが、大

規模な事業場の場合、保護具着用管理責任者の職務が適切に実施で

きるよう、複数人を選任することも差し支えないこと。また、職務

の実施に支障がない範囲内で、作業主任者が保護具着用管理責任者

を兼任しても差し支えないこと（９（４）に係る職務を除く。）。 

 

（４）安衛則第12条の６第４項関係 

    本規定の「事業場の見やすい箇所に掲示すること等」の「等」に

は、保護具着用管理責任者に腕章を付けさせる、特別の帽子を着用

させる、事業場内部のイントラネットワーク環境を通じて関係労働

者に周知する方法等が含まれること。 

 

３ 衛生委員会の付議事項の追加（安衛則第22条関係） 

ア 本条第11号の安衛則第577条の２第１項、第２項及び第８項に係

る措置並びに本条第３項及び第４項の健康診断の実施に関する事

項は、既に付議事項として義務付けられている本条第２号の「法

第28条の２第１項又は第57条の３第１項及び第２項の危険性又は

有害性等の調査及びその結果に基づき講ずる措置のうち、衛生に

係るものに関すること」と相互に密接に関係することから、本条

第２号と第11号の事項を併せて調査審議して差し支えないこと。 

イ 衛生委員会の設置を要しない常時労働者数50人未満の事業場に

おいても、安衛則第23条の２に基づき、本条第11号の事項につい

て、関係労働者の意見を聴く機会を設けなければならないことに

留意すること。 
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４ ＳＤＳ等における通知事項の追加及び含有量の重量パーセント表

示 

（１）安衛則第24条の15第１項、第34条の２の４関係 

  ア ＳＤＳ等における通知事項に追加する「想定される用途及び当

該用途における使用上の注意」は、譲渡提供者が譲渡又は提供を

行う時点で想定される内容を記載すること。 

イ 譲渡提供を受けた相手方は、当該譲渡提供を受けた物を想定さ

れる用途で使用する場合には、当該用途における使用上の注意を

踏まえてリスクアセスメントを実施することとなるが、想定され

る用途以外の用途で使用する場合には、使用上の注意に関する情

報がないことを踏まえ、当該物の有害性等をより慎重に検討した

上でリスクアセスメントを実施し、その結果に基づく措置を講ず

る必要があること。 

 

（２）安衛則第34条の２の６関係 

ア ＳＤＳ等における通知事項のうち「成分の含有量」について、

ＧＨＳ及びＪＩＳＺ7253の原則に従って、従前の10パーセント刻

みでの記載方法を改めるものであること。重量パーセントによる

濃度の通知が原則であるが、通知対象物であって製品の特性上含

有量に幅が生じるもの等については、濃度範囲による記載も可能

であること。なお、重量パーセント以外の表記による含有量の表

記がなされているものについては、平成12年３月24日付け基発第

162号「労働安全衛生法及び作業環境測定法の一部を改正する法

律の施行について」の記のⅢ第８の２（２）に示したとおり、重

量パーセントへの換算方法を明記していれば、重量パーセントに

よる表記を行ったものと見なすこと。 

イ 「成分及びその含有量」が営業上の秘密に該当する場合につい

ては、ＳＤＳ等にはその旨を記載の上、成分及びその含有量の記

載を省略し、秘密保持契約その他事業者間で合意した情報伝達の

方法により別途通知することも可能であること。 

 

５ 雇入れ時等の教育の拡充（安衛則第35条関係） 

本規定の改正は、雇入れ時等の教育のうち本条第１項第１号から第

４号までの事項の教育に係る適用業種を全業種に拡大したもので、当

該事項に係る教育の内容は従前と同様であるが、新たな対象となった
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業種においては、各事業場の作業内容に応じて安衛則第35条第１項各

号に定められる必要な教育を実施する必要があること。 

 

６ 化学物質による労働災害が発生した事業場等における化学物質管

理の改善措置 

（１）安衛則第34条の２の10第１項関係 

ア 本規定は、化学物質による労働災害が発生した又はそのおそれ

がある事業場で、管理が適切に行われていない可能性があるもの

として労働基準監督署長が認めるものについて、自主的な改善を

促すため、化学物質管理専門家による当該事業場における化学物

質の管理の状況についての確認・助言を受け、その内容を踏まえ

た改善計画の作成を指示することができるようにする趣旨である

こと。 

イ 「化学物質による労働災害発生が発生した、又はそのおそれが

ある事業場」とは、過去１年間程度で、①化学物質等による重篤

な労働災害が発生、又は休業４日以上の労働災害が複数発生して

いること、②作業環境測定の結果、第三管理区分が継続しており、

改善が見込まれないこと、③特殊健康診断の結果、同業種の平均

と比較して有所見率の割合が相当程度高いこと、④化学物質等に

係る法令違反があり、改善が見込まれないこと等の状況について、

労働基準監督署長が総合的に判断して決定するものであること。 

ウ 「化学物質による労働災害」には、一酸化炭素、硫化水素等に

よる酸素欠乏症、化学物質（石綿を含む。）による急性又は慢性

中毒、がん等の疾病を含むが、物質による切創等のけがは含まな

いこと。また、粉じん状の化学物質による中毒等は化学物質によ

る労働災害を含むが、粉じんの物理的性質による疾病であるじん

肺は含まないこと。 

 

（２）安衛則第34条の２の10第２項関係 

ア 化学物質管理専門家に確認を受けるべき事項には、以下のもの

が含まれること。 

① リスクアセスメントの実施状況 

② リスクアセスメントの結果に基づく必要な措置の実施状況 

③ 作業環境測定又は個人ばく露測定の実施状況 

④ 特別則に規定するばく露防止措置の実施状況 
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⑤ 事業場内の化学物質の管理、容器への表示、労働者への周知 

の状況 

⑥ 化学物質等に係る教育の実施状況 

イ 化学物質管理専門家は客観的な判断を行う必要があるため、当

該事業場に属さない者であることが望ましいが、同一法人の別事

業場に属する者であっても差し支えないこと。 

ウ 事業者が複数の化学物質管理専門家からの助言を求めること 

を妨げるものではないが、それぞれの専門家から異なる助言が示

された場合、自らに都合良い助言のみを選択することのないよう、

全ての専門家からの助言等を踏まえた上で必要な措置を実施する

とともに、労働基準監督署への改善計画の報告に当たっては、全

ての専門家からの助言等を添付する必要があること。 

 

（３）安衛則第34条の２の10第３項関係 

化学物質管理専門家は、本条第２項の確認を踏まえて、事業場の状

況に応じた実施可能で具体的な改善の助言を行う必要があること。 

 

（４）安衛則第34条の２の10第４項関係 

ア 本規定の改善計画には、改善措置の趣旨、実施時期、実施事項

（化学物質管理専門家が立ち会って実施するものを含む。）を記

載するとともに、改善措置の実施に当たっての事業場内の体制、

責任者も記載すること。 

イ 本規定の改善措置を実施するための計画の作成にあたり、化学

物質管理専門家の支援を受けることが望ましいこと。また、当該

計画作成後、労働基準監督署長への報告を待たず、速やかに、当

該計画に従い必要な措置を実施しなければならないこと。 

 

（５）安衛則第34条の２の10第５項関係 

本規定の所轄労働基準監督署長への報告にあたっては、化学物質

管理専門家の助言内容及び改善計画に加え、改善計画報告書（安衛

則様式第４号等）の備考欄に定める書面を添付すること。 

 

（６）安衛則第34条の２の10関係第６項関係 

 本規定は、改善措置の実施状況を事後的に確認できるようにする

ため、改善計画に基づき実施した改善措置の記録を作成し、化学物



 

30 

 

質管理専門家の助言の通知及び改善計画とともに３年間保存するこ

とを義務付けた趣旨であること。 

  

７ リスクアセスメント対象物に係る事業者の義務関係 

（１）安衛則第577条の２第２項関係 

本規定の「厚生労働大臣が定める濃度の基準」については、順次、

厚生労働大臣告示で定めていく予定であること。なお、濃度基準値

が定められるまでの間は、日本産業衛生学会の許容濃度、米国政府

労働衛生専門家会議（ＡＣＧＩＨ）のばく露限界値（ＴＬＶ－ＴＷ

Ａ）等が設定されている物質については、これらの値を参考にし、

これらの物質に対する労働者のばく露を当該許容濃度等以下とする

ことが望ましいこと。 

本規定の労働者のばく露の程度が濃度基準値以下であることを確

認する方法には、次に掲げる方法が含まれること。この場合、これ

ら確認の実施に当たっては、別途定める事項に留意する必要がある

こと。 

① 個人ばく露測定の測定値と濃度基準値を比較する方法、作業環

境測定（Ｃ・Ｄ測定）の測定値と濃度基準値を比較する方法 

② 作業環境測定（Ａ・Ｂ測定）の第一評価値と第二評価値を濃度

基準値と比較する方法 

③ 厚生労働省が作成したＣＲＥＡＴＥ－ＳＩＭＰＬＥ等の数理モ

デルによる推定ばく露濃度と濃度基準値と比較する等の方法 

 

（２）安衛則第577条の２第３項関係 

ア 本規定は、リスクアセスメント対象物について、一律に健康診

断の実施を求めるのではなく、リスクアセスメントの結果に基づ

き、関係労働者の意見を聴き、リスクの程度に応じて健康診断の

実施を事業者が判断する仕組みとしたものであること。 

イ 本規定の「必要があると認めるとき」に係る判断方法及び「医

師又は歯科医師が必要と認める項目」は、別途示すところに留意

する必要があること。 

 

（３）安衛則第577条の２第４項関係 

ア 本規定は、事業者によるばく露防止措置が適切に講じられな

かったこと等により、結果として労働者が濃度基準値を超えてリ

スクアセスメント対象物にばく露したおそれがあるときに、健康
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障害を防止する観点から、速やかに健康診断の実施を求める趣旨

であること。 

イ 本規定の「リスクアセスメント対象物にばく露したおそれがあ

るとき」には、リスクアセスメント対象物が漏えいし、労働者が

当該物質を大量に吸引したとき等明らかに濃度の基準を超えてば

く露したと考えられるとき、リスクアセスメントの結果に基づき

講じたばく露防止措置（呼吸用保護具の使用等）に不備があり、

濃度の基準を超えてばく露した可能性があるとき及び事業場にお

ける定期的な濃度測定の結果、濃度の基準を超えていることが明

らかになったときが含まれること。 

ウ 本規定の「医師又は歯科医師が必要と認める項目」は、別途示

すところに留意する必要があること。 

 

（４）安衛則第577条の２第５項関係 

本規定の「がん原性物質」は、別途厚生労働大臣告示で定める予

定であること。 

 

８ 保護具の使用による皮膚等障害化学物質等への直接接触の防止（安

衛則第594条の２第１項関係） 

（１）本規定は、皮膚等障害化学物質等を製造し、又は取り扱う業務に

おいて、労働者に適切な不浸透性の保護衣等を使用させなければな

らないことを規定する趣旨であること。 

 

（２）本規定の「皮膚等障害化学物質等」には、国が公表するＧＨＳ分

類の結果及び譲渡提供者より提供されたＳＤＳ等に記載された有

害性情報のうち「皮膚腐食性・刺激性」、「眼に対する重篤な損傷

性・眼刺激性」及び「呼吸器感作性又は皮膚感作性」のいずれかで

区分１に分類されているもの及び別途示すものが含まれること。 

 

９ 作業環境測定結果が第三管理区分の事業場に対する措置の強化 

（１）作業環境測定の評価結果が第三管理区分に区分された場合に講ず

べき措置（特化則第36条の３の２第１項、有機則第28条の３の２第

１項、鉛則第52条の３の２第１項、粉じん則第26条の３の２第１項

関係） 

ア 本規定は、第三管理区分となる作業場所には、局所排気装置の

設置等が技術的に困難な場合があることから、作業環境を改善す
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るための措置について高度な知見を有する専門家の視点により改

善の可否、改善措置の内容について意見を求め、改善の取組等を

図る趣旨であること。このため、客観的で幅広い知見に基づく専

門的意見が得られるよう、作業環境管理専門家は、当該事業場に

属さない者に限定していること。 

イ 本規定の作業環境管理専門家の意見は、必要な措置を講ずるこ

とにより、第一管理区分又は第二管理区分とすることの可能性の

有無についての意見を聴く趣旨であり、当該改善結果を保証する

ことまで求める趣旨ではないこと。また、本規定の作業環境管理

専門家の意見聴取にあたり、事業者は、作業環境管理専門家から

意見聴取を行う上で必要となる業務に関する情報を求められたと

きは、速やかに、これを提供する必要があること。 

ウ 本規定の「作業環境管理専門家」には、次に掲げる者が含まれ

ること。 

① 別に定める化学物質管理専門家の要件に該当する者 

② ３年以上、労働衛生コンサルタント（試験の区分が労働衛生

工学又は化学であるものに合格した者に限る。）としてその業

務に従事した経験を有する者 

③ ６年以上、衛生工学衛生管理者としてその業務に従事した経

験を有する者 

④ 衛生管理士（法第83条第１項の労働衛生コンサルタント試験

（試験の区分が労働衛生工学であるものに限る。）に合格した

者に限る。）に選任された者で、その後３年以上労働災害防止

団体法第11条第１項の業務を行った経験を有する者 

⑤ ６年以上、作業環境測定士としてその業務に従事した経験を

有する者 

⑥ ４年以上、作業環境測定士としてその業務に従事した経験を

有する者であって、公益社団法人日本作業環境測定協会が実施

する研修又は講習のうち、同協会が化学物質管理専門家の業務

実施に当たり、受講することが適当と定めたものを全て修了し

た者 

⑦ オキュペイショナル・ハイジニスト資格又はそれと同等の外

国の資格を有する者 

 

（２）第三管理区分に対する必要な改善措置の実施（特化則第36条の３

の２第２項、有機則第28条の３の２第２項、鉛則第52条の３の２第
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２項、粉じん則第26条の３の２第２項関係） 

   本規定の「直ちに」については、作業環境管理専門家の意見を踏

まえた改善措置の実施準備に直ちに着手するという趣旨であり、措

置そのものの実施を直ちに求める趣旨ではなく、準備に要する合理

的な時間の範囲内で実施すれば足りるものであること。 

 

（３）改善措置を講じた場合の測定及びその結果の評価（特化則第36条

の３の２第３項、有機則第28条の３の２第３項、鉛則第52条の３の

２第３項、粉じん則第26条の３の２第３項関係） 

   本規定の測定及びその結果の評価は、作業環境管理専門家の意見

を踏まえて講じた改善措置の効果を確認するために行うものであ

るから、改善措置を講ずる前に行った方法と同じ方法で行うこと。

なお、作業場所全体の作業環境を評価する場合は、作業環境測定基

準及び作業環境評価基準に従って行うこと。 

   また、本規定の測定及びその結果の評価は、作業環境管理専門家

が作業場所の作業環境を改善することが困難と判断した場合で

あっても、事業者が必要と認める場合は実施して差し支えないこと。 

 

（４）作業環境管理専門家が改善困難と判断した場合等に講ずべき措置

（特化則第36条の３の２第４項、有機則第28条の３の２第４項、鉛

則第52条の３の２第４項、粉じん則第26条の３の２第４項関係） 

ア 本規定は、有効な呼吸用保護具の選定にあたっての対象物質の

濃度の測定において、個人サンプリング測定等により行い、その

結果に応じて、労働者に有効な呼吸用保護具を選定する趣旨であ

ること。 

イ 本規定の呼吸用保護具の装着の確認は、面体と顔面の密着性等

について確認する趣旨であることから、フード形、フェイスシー

ルド形等の面体を有しない呼吸用保護具を確認の対象から除く趣

旨であること。 

 

（５）作業環境測定の評価結果が改善するまでの間に講ずべき措置（特

化則第36条の３の２第５項、有機則第28条の３の２第５項、鉛則第

52条の３の２第５項、粉じん則第26条の３の２第５項関係） 

   本規定は、作業環境管理専門家の意見に基づく改善措置等を実施

してもなお、第三管理区分に区分された場所について、化学物質等

へのばく露による健康障害から労働者を守るため、定期的な測定を
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行い、その結果に基づき労働者に有効な呼吸用保護具を使用させる

等の必要な措置の実施を義務付ける趣旨であること。 

 

（６）所轄労働基準監督署長への報告（特化則第36条の３の３、有機則

第28条の３の３、鉛則第52条の３の３、粉じん則第26条の３の３関

係） 

   本規定は、第三管理区分となった作業場所について（４）の措置

を講じた場合、その措置内容等を第三管理区分措置状況届により所

轄労働基準監督署長に提出することを求める趣旨であり、この様式

の提出後、当該作業場所が第二管理区分又は第一管理区分になった

場合に、所轄労働基準監督署長へ改めて報告を求める趣旨ではない

こと。 




